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高齢者 620万人

中年者
177万人

その他
パート
432万人

年長フリーター等
210万人

フリーター等
348万人

学生 119万人
15歳

35歳

45歳 65歳
正規雇用労働者

3302万人

非正規雇用労働者 1906万人

役
員

344
万
人

非労働力人口
【女性】

（専業主婦等）
1374万人

非労働力人口
【男性】
614万人

非労働力人口
【65歳以上】
2518万人

非労働力人口 4506万人

自
営
業
等
728
万
人

完
全
失
業
者
265
万
人

労働力人口 6577万人

うち在学中
306万人

うち在学中
337万人

55歳

（出典）総務省「労働力調査」（平成25年）。不本意非正規の割合は同調査より算出。
※「労働力人口」には「地位不詳」（30万人）が含まれる。
※「自営業等」は「自営業主＋家族従業者」。
※「その他パート」は世帯主の配偶者である女性のパート・アルバイト（15～54歳）

雇用者 5553万人

※「不本意非正規」
非正規雇用労働者の
19.2％

１．労働力人口の全体像

○15歳以上人口を見ると、経済的安定が望まれる非正規雇用労働者や、今後の労働参画が期待される専業主婦
などが、一定規模で存在する。

（参考）雇用分野における政府の目標値 ※日本再興戦略（平成２５年６月１４日閣議決定）

２０歳～６４歳の就業率 ２０２０年に８０％ （２０１２年 ７５％）
２０歳～３４歳の就業率 ２０２０年に７８％ （２０１２年 ７４％）
２５歳～４４歳の女性就業率 ２０２０年に７３％ （２０１２年 ６８％）
６０歳～６４歳の就業率 ２０２０年に６５％ （２０１２年 ５８％） 1



２．非正規雇用の増加の影響について

１．鶴 光太郎著 「非正規雇用問題解決のための鳥瞰図－有期雇用改革に向けて－」（RIETI  DP 11‐J‐049, 2011年）

６ 有期雇用増大の生産性への影響

企業が有期雇用を活用する理由は、先にみた通り、雇用調整におけるバッファー、柔軟性確保と労働コスト削減である。しかし、有期雇用活用がそ

のようなメリットが仮にあったとしても、全体として企業パフォーマンスに対し好影響を与えるかどうかは必ずしも明らかではない。実際、有期雇用の割

合が大きく拡大した南欧諸国では、有期雇用の割合が企業の生産性にマイナスの影響を与えるというような分析結果も報告されている（略）。

人的資本形成を通じるルート

（略）有期雇用の社員の場合、正社員に比べて、雇用期間が短く、離職する可能性が高い。企業が教育訓練のコストを回収する前に社員が離職す
るような可能性を考えると、教育訓練へのインセンティブが低くなる、または、そのための投資期間の短期化により結果的には教育訓練投資の総量が
減少することになる。したがって、有期雇用の社員が正社員に比べ企業から教育訓練を受ける機会が少なくなればその分、人的資本が小さくなり、企
業全体の生産性がマイナスの影響を受けることになる。（略）

イノベーションを通じるルート

第二は、企業のイノベーションを通じるルートである。例えば、上記、人的資本への悪影響は企業のイノベーションを抑制する方向に働くであろう。一
方、有期雇用をコスト削減の目的で活用する場合、逆に、労働集約的な生産過程は維持され、労働節約的な技術開発へのインセンティブが低下する
ことになる。有期労働の活用でコスト削減が実現できればその他のコスト削減への取り組みは弱まるという効果である。（略）

労働者のインセンティブを通じるルート

第三は、有期労働者のインセンティブを通じたルートである。例えば、正規社員と有期社員の能力が同じであったとしても、有期社員が正社員への
転換の道が閉ざされていたとすれば、そのような有期社員の努力へのインセンティブは小さくなるかもしれない。一方、正社員への転換の可能性が高
くなれば労働者のインセンティブを高め、企業の生産性へプラスの影響を与えることが予想される。（略）

（注）日本の実証分析については、「確たる結論を得るには更なる分析の蓄積が必要であろう。」との記述あり

○非正規雇用の増加は、人的資本形成、イノベーション等を通じて、生産性に負の影響を与えるとの指摘がある。

＊いずれも下線は内閣府による。

２．厚生労働省 「非正規雇用労働者の能力開発抜本強化に関する検討会報告書」（2012年）

非正規雇用の労働者の中には、不安定な雇用や低い処遇から抜け出せず、将来への展望を描けぬまま生活への不安を抱え、結婚もままならない

状況に陥っている者が相当程度存在している。

他方で、マクロの視点からみれば、こうした非正規雇用の労働者が増えることにより、消費活動の停滞やデフレが生じ、ひいては日本経済全体が低

迷し、結果として個々の企業がさらにコスト削減を強いられるといった悪循環が生じかねない。人材が最も重要な資源である日本において、こうした能

力開発機会に恵まれない非正規雇用の労働者が増加していくことは人的資本蓄積の観点からも大きな問題である。
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資料：総務省統計局「就業構造基本調査」（2012年）

（注）「非正規雇用の労働者」は、パート・アルバイト、派遣、契約社員、嘱託などをいう。

正規雇用
の労働者

非正規雇用
の労働者

（％）

○雇用形態別に男性の有配偶率を比較すると、すべての年齢層において、非正規雇用労働者の有配偶率が顕著
に低くなっている。また、年収別に既婚率を見ると、年収300万円を境に、大きな差が出ている。

年齢別・雇用形態別にみた男性の有配偶率の比較

３．所得や雇用形態が結婚に与える影響
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年収別にみた、20歳代・30歳代男性の既婚率

資料：内閣府「結婚・家族形成に関する調査報告書」（平成23年）中、
インターネットによるアンケート調査結果（2010年調査）による
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【教育訓練の実施状況】 【各種制度の適用状況】

（％）
雇用
保険

健康
保険

厚生
年金

退職金制度
賞与支給制

度

正社員 99.5 99.5 99.5 78.2 83.2

正社員以外 65.2 52.8 51.0 10.6 32.4

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成25年）
注）一般労働者の平均賃金は、所定内給与額を所定内実労働時間数で除した値。

（資料出所）厚生労働省「能力開発基本調査」（平成25年） （資料出所）厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（平成22年）

【賃金カーブ（時給ベース）】（円）

（歳）
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一般労働者（正社員・正職員）
の平均賃金1,919円

短時間労働者（正社員・正職員）
の平均賃金1,371円

一般労働者（正社員・正職員以外）
の平均賃金1,213円

短時間労働者（正社員・正職員以外）
の平均賃金1,018円

34.1

28.6

69.9

59.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

OFF‐JT

計画的なOJT
正社員

正社員以外

（％）

４．正規雇用と非正規雇用の処遇の差異について

○非正規雇用には、雇用の不安定さに加え、低賃金、能力開発機会が乏しい、セーフティネットが不十分等の課題。
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イギリス：Office for National Statistics (2012.11) 2012 Annual Survey of Hours and
Earnings ―Provisional Results

その他：Eurostat Database “Structure of earnings survey 2010” 2013年9月現在

（％）

５．フルタイム労働者に対するパートタイム労働者の賃金水準（時給）

○日本のパートタイム労働者のフルタイム労働者に対する賃金水準は、70％を超えるヨーロッパの水準を下回るも
のとなっている。
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６．企業規模別、男女別、雇用形態別の賃金カーブ（月給）

○年齢別平均賃金を比較すると、正社員と非正規には差があり、特に、大企業の男性において差が大きい。

（資料出所）平成25年賃金構造基本統計調査
※常用労働者1,000人以上を「大企業」、10～99人を「小企業」に区分している。
※数値は一般労働者（短時間労働者以外の者）のもの。
※「賃金」とは、「きまって支給する現金給与額」のうち、「超過労働給与額」を差し引いた額で、所得税等を控除する前の額をいう。賞与は含まない。
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７．企業規模別、男女別、年齢階級別の年収分布（正規雇用）

○大企業の男性においては、年功的な賃金分布が見られるが、小企業や女性においては、あまり見られない。

資料出所 総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」。数値は各年齢階級内における百分率。 7



８．若者の年収に関する民間有識者会議の提言

○本年５月の日本創成会議の提言では、若者の結婚・子育ての観点から、「30歳代後半で500万円（夫婦）以上
の年収が「安定的」に確保されていることが目標」とされている。

資料）日本創成会議・人口減少問題検討分科会
「ストップ少子化・地方元気戦略」（平成26年5月）より抜粋
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カナダ

（％）

（資料出所）日本：内閣府（2013.12）「平成24年度国民経済計算確報」
OECD諸国：OECD Database（http://stats.oecd.org/）2013年12月現在

９．労働分配率の国際比較

○欧米諸国と比較すると、日本の労働分配率は平均的な水準にある。
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（資料出所）平成25年賃金構造基本統計調査 ※数値は、一般労働者（短時間労働者以外の者）（民営のみ）のもの。
※常用労働者1,000人以上を「大企業」、10～99人を「小企業」に区分している。

１０．企業規模別、男女別、年齢階級別の勤続年数

○大企業の男性の勤続年数が長いのに対し、女性や、小企業の場合には、40・50代でも、それほど勤続年数が長
くなっておらず、ある程度の労働移動が行われていることがうかがわれる。
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１１．非正規雇用から正規雇用への転換の実態

○ヨーロッパ諸国では、３年間で有期雇用等から無期雇用に転換する割合が６割を超えている国も多いが、日本で
は、過去５年間の転職就業者のうち、非正規から正規に転職している者は約24％（女性は約18％）に止まる。

出典）総務省「就業構造基本調査」（2007、2012）
※括弧内は、非正規からの転職就業者のうち、正規になった者の割合
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資料出所）OECD, Employment Outlook 2006

非正規 5,508.4正規 5,026.5

非正規 6,201.3正規 4,333.7

2,999.5 2,027.0  1,334.2（24.2％） 4,174.2

前職

現職

現職の雇用形態、前職の雇用形態別過去５年間の
転職就業者数（雇用者（役員除く））及び割合

有期雇用・派遣労働から無期雇用への転換の割合

（％）

（千人）
過去５年間の転職就業者 10,534.9＜総数＞

非正規 1,713.2正規 3,274.8

非正規 2,151.1正規 2,836.9

2,186.6 1,088.2 650.4（38.0％） 1,062.9

前職

現職

過去５年間の転職就業者 4,988.0＜男性＞

非正規 3,795.2正規 1,751.7

非正規 4,050.2正規 1,496.7

812.9 683.8（18.0％） 3,111.4

前職

現職

過去５年間の転職就業者 5,546.9＜女性＞

938.8
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「成熟社会における雇用戦略」に関する主な論点

○ 正規・非正規の二極化を脱し、多様な人材が持てる

力を発揮できるような雇用戦略について

① 労働者の経済的安定と主体的な労働参画につなが

る賃金の在り方と、それを支える経済社会の姿

② 多様な人材の活躍を促進する企業の人事管理の

在り方

○ 社会全体の人的資本を高める人材育成の在り方につ

いて（第７回WGにおいて議論予定）
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就学前～義務教育 高等学校

○ 正規と非正規で二極化されている処遇の見直しと働き方の多様化
○ 専門職やスタッフ職などの複線的なキャリアパス

○ ワーク・ライフ・バランスに関し、企業などの組織風土を改善していく取組に対する支
援や優れた企業を評価し、オープンにする取組

○ 中央官庁の国家公務員のワーク・ライフ・バランス改善目標の明確化
○ テレワークの普及などICTを活用した仕事の効率化
○ 長時間労働ではなく成果による評価

○ 政府や企業など社会全体で人に対して投資
○ 給付型の奨学金の導入など、家庭の経済状況等に関わらない教育機会の確保

○ 大学等において専門的な職業スキルにつながる教育
○ 個人の所属や経歴によらない職業能力訓練機会の確保
○ 職業能力を適切に評価し職業につなげる橋渡し支援

○ 就労に関する支援制度を若者に周知

○ 若者の就業に着目した包括的・継続的な調
査

○ ニートなどの働いていない若者に対する支
援と受け皿の用意

○ 基礎学力とともに
判断力や価値観を育
む

○ キャリア教育を充
実

○ 多様な価値観を受け入れる寛容
性を育む

○ イノベーションを生み出せるよう
な実践的教育を受ける機会を増や
す

○ 職業スキルを身に付ける教育の
一層の充実

○ 大学等でリーダーとしての素養と
専門的な力を養成

○ 学生が海外で学ぶ機会を増やす

○ 教育段階で身につけた専門的能力、リーダーとしての資
質、留学経験や、個性的な能力の処遇への反映など、多様
性に富んだ人材を評価

○ 健康寿命の延伸 ○ 在宅医療・介護の
ネットワーク化、ICT
を活用した在宅支援
サービスなどの人生
の最終章を安心して
暮らせる仕組み

○ 地域社会の共助が希薄化していくことに対する社会的な仕組み
○ 地域の人材が仕事や地域活動等を通して世代横断的に交流していく場の形成
○ 家族に対する支援の充実

人の活躍ワーキング・グループ主査サマリーにおける提案事項（全体像）
大学等

職業生活期

○ 高齢者が働ける場の開拓
○ ボランティア的な就労機会の創出

人
材
育
成

働
き
方
と
そ
の
環
境

豊
か
な
生
活
と
そ

の
基
盤

○ 女性の管理職登用についての目標と行動計画

○ 創造性豊かな教員の育成・採
用・活用の在り方等の検討など長
期的な視点からの教える人材の育
成

高齢期

ターゲット

視点
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戦後高度成長期を経て培われてきた経済社会モデルに最適化した人材育成と労働市場

◆全国的な水準の維持向上に重点
◆画一性が重視される教育
◆科学技術の進展など、未来を展望した長

期的視野が不十分

◆家計を圧迫する教育費負担

◆教育と職業の不連続の傾向
（学習内容が労働市場で評価されない）

◆学卒後の教育訓練が企業のＯＪＴに依存
◆社会に出てからの学び直しが不活発

◆新卒一括採用（ポテンシャル採用）
◆自社育成主義
◆チーム力の重視
◆職務を明確にしない働き方
◆年功を重視した処遇
◆安定雇用・長時間労働・生計に応じた賃金

・ＯＪＴ中心の訓練

◆非正規：低賃金・不安定雇用・ＯＪＴの機会が少ない

◆国際的にみると若者中心に低失業率
◆外部労働市場（専門職・中途採用）が未発達
◆外部労働市場での能力評価軸がはっきりしない

正社員（無限定雇用）
企業内部

◆金銭的な生活は相対的に安定的
◆長時間労働になりやすくワーク

ライフバランスがとりづらい
◆家事・育児が配偶者（特に女性）に集中しがち

◆企業主導のキャリア形成
◆離職した中高年層の再就職難

◆能力を活かして活躍する場が少ない
⇔非正規雇用が多い

◆出産・育児期の離職が少なくない

◆長時間労働しなければ管理的立場に上が
りにくい

◆キャリア形成が難しい
◆出産・育児後に再就職が難しい

◆正社員への転換機会が少ない
◆雇用不安定・低賃金で生活が不安定
◆学卒後の訓練が評価されない

正
社
員

女
性

非
正
規

◆定年の設定とそれを境に
した働く環境の激変

◆高齢者の能力活用の場の
不足

◆技能継承者の不足

◆高齢者の割合の増加
◆疾病構造は生活習慣病中

心に
◆団塊の世代の高齢化に伴

う介護ニーズの急増
◆国民皆保険の下での医療

アクセスの容易さ

◆高齢者の「居場所」や
「生きがい」の問題

高齢者の働き方 高齢者の生活

働く環境

◆平均寿命・平均余命の延伸
◆高齢者の体力の向上・活動意

欲の高まり
◆医療コストへの意識不足
◆予防、健康維持などに関する

意識の格差

◆若い頃の働き方が高齢期の生活
基盤に大きく影響

◆人間関係のつながりの重要性

「人の活躍」に関する現状マップ（イメージ図）

◆ニート・フリーターなどが職業能力を身に付ける場が少ない

◆グローバル人材養成など、仕事と結びついた再教育の場が少ない
◆生涯に渡って学べる場が少ない

◆充足感を感じにくい生活状況

働き方人材育成

◆高齢期の職業能力活用が不十分

格差の拡大少子化・人口減少 安定的な経済成長グローバル化

教育環境

就職前教育

就職後教育

◆少子化を始めとした社会変化
◆人口減少・高齢化の下で求められる人材像や

働き方の変化

◆平均的な学力は世界でもトップ
クラス

◆生涯を生き抜く力の養成が不十分

◆留年や中退などの「ノンストレー
ター」が活躍できない教育環境

◆親の所得による教育の格差

◆グローバルプレイヤーへの挑戦
が容易でない

◆キャリア形成を主体的に行う力や
職業に必要な専門性が身に付かない

社会保障負担の増加

社
会
の
し
く
み

高齢期の働き方・生活

人
の
現
状

人の生涯

社会の課題

◆ニートの高止まり・高年齢化
◆就労をサポートする社会資源が不足

地域の存続 14


